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 （注） 上記の当社営業部は、証券取引法に規定する縦覧場所ではありませんが、投資者の便宜を考慮して縦覧に供する場所とし
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【提出書類】 有価証券報告書の訂正報告書 

【根拠条文】 証券取引法第24条の２第１項 

【提出先】 近畿財務局長 
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【事業年度】 第62期（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

【会社名】 ステラケミファ株式会社 

【英訳名】 STELLA CHEMIFA CORPORATION 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  高野 順 

【本店の所在の場所】 大阪市中央区淡路町三丁目６番３号 

【電話番号】 （０６）４７０７－１５１２ 

【事務連絡者氏名】 専務取締役  秋山 昌広 

【最寄りの連絡場所】 大阪市中央区淡路町三丁目６番３号 

【電話番号】 （０６）４７０７－１５１２ 

【事務連絡者氏名】 専務取締役  秋山 昌広 

【縦覧に供する場所】 ステラケミファ株式会社営業部 

（東京都中央区京橋一丁目６番１号） 

株式会社東京証券取引所 

（東京都中央区日本橋兜町２番１号） 

株式会社大阪証券取引所 

（大阪市中央区北浜一丁目８番16号） 



１【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】 

 平成17年６月10日に提出いたしました第62期（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）有価証券報告書の記載事項の一

部に訂正すべき事項がありましたので、これを訂正するため、有価証券報告書の訂正報告書を提出するものであります。 

  

２【訂正事項】 

第一部 企業情報 

第５ 経理の状況 

１ 連結財務諸表等 

注記事項 

（リース取引関係） 

２ 財務諸表等 

注記事項 

（リース取引関係） 

  

３【訂正箇所】 

 訂正箇所は 線で示しております。 

  

 



第一部【企業情報】 

  

第５【経理の状況】 

  

１【連結財務諸表等】 

注記事項 

（リース取引関係） 

  

  （訂正前） 

 

前連結会計年度
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

1.リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

1.リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額および期末残高相当額 

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額および期末残高相当額 
  

  
取得価額 
相当額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円) 

機械装置及び運
搬具 

637 186 450

その他 
(工具器具及び
備品) 

104 22 82

合計 742 209 532

取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高 
相当額 
(百万円) 

機械装置及び運
搬具 

988 342 645 

その他
(工具器具及び
備品) 

466 76 389 

合計 1,454 418 1,035 

(注)なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高

が、有形固定資産の期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算定しています。 

(注)         同    左 

(2)未経過リース料期末残高相当額 (2)未経過リース料期末残高相当額 
  

１年以内 143百万円 

１年超 389百万円 

合計 532百万円 

１年以内 270百万円 

１年超 765百万円 

合計 1,035百万円 

(注)未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料

期末残高が、有形固定資産の期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み法により算定していま

す。 

(注)         同    左 

(3)支払リース料および減価償却費相当額 (3)支払リース料および減価償却費相当額 
  
支払リース料 120百万円 

減価償却費相当額 120百万円 

支払リース料 209百万円 

減価償却費相当額 209百万円 

(4)減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっています。 

(4)減価償却費相当額の算定方法 

同    左 

  ２．オペレーティング・リース取引 

  未経過リース料 

  １年以内 11百万円 

１年超 4百万円 

合計 15百万円 



  （訂正後） 

  

 

前連結会計年度
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

（借手側） （借手側） 

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額および期末残高相当額 

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額および期末残高相当額 
  

  
取得価額 
相当額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円) 

機械装置及び運
搬具 

637 186 450

その他 
(工具器具及び
備品) 

104 22 82

合計 742 209 532

取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高 
相当額 
(百万円) 

機械装置及び運
搬具 

988 342 645 

その他
(工具器具及び
備品) 

466 76 389 

合計 1,454 418 1,035 

(注)なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高

が、有形固定資産の期末残高などに占める割合が低

いため支払利子込み法により算定しています。 

(注)         同    左 

(2)未経過リース料期末残高相当額 (2)未経過リース料期末残高相当額 
  

１年以内 143百万円 

１年超 389百万円 

合計 532百万円 

１年以内 270百万円 

１年超 765百万円 

合計 1,035百万円 

(注)未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料

期末残高が、有形固定資産の期末残高などに占める

割合が低いため、支払利子込み法により算定してい

ます。 

(注)         同    左 

(3)支払リース料および減価償却費相当額 (3)支払リース料および減価償却費相当額 
  

支払リース料 120百万円 

減価償却費相当額 120百万円 

支払リース料 209百万円 

減価償却費相当額 209百万円 

(4)減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっています。 

(4)減価償却費相当額の算定方法 

           同    左 



  

  

前連結会計年度
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

（貸手側） （貸手側） 

(1)リース物件の取得価額、減価償却累計額および期末

残高 

(1)リース物件の取得価額、減価償却累計額および期末

残高 
  

  
取得価額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
(百万円) 

期末残高
(百万円) 

その他 
(工具器具及び
備品) 

115 30 84

取得価額
(百万円) 

減価償却 
累計額 
(百万円) 

期末残高 
(百万円) 

その他
(工具器具及び
備品) 

160 54 105 

(注)なお、取得価額は、未経過リース料期末残高が、有

形固定資産の期末残高などに占める割合が低いため、受

取利子込み法により算定しています。 

(注)         同    左 

(2)未経過リース料期末残高相当額 (2)未経過リース料期末残高相当額 
  

１年以内 23百万円 

１年超 78百万円 

合計 101百万円 

１年以内 65百万円 

１年超 244百万円 

合計 310百万円 

(注) 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース

料期末残高および見積残存価額の残高の合計額が、営業

債権の期末残高などに占める割合が低いため、受取利子

込み法により算定しています。 

(注)         同    左 

(3)受取リース料および減価償却費 (3)受取リース料および減価償却費 
  

受取リース料 17百万円 

減価償却費相当額 16百万円 

受取リース料 53百万円 

減価償却費相当額 24百万円 

２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 

（借手側） （借手側） 

未経過リース料 未経過リース料 
  

１年以内 12百万円 

１年超 15百万円 

合計 27百万円 

１年以内 11百万円 

１年超 4百万円 

合計 15百万円 



２【財務諸表等】 

注記事項 

（リース取引関係） 

  

  （訂正前） 

 開示対象となるリース取引はありません。 

  

  （訂正後） 

  

  

前事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

当事業年度
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額および期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額および期末残高相当額 
  

  
取得価額 
相当額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円) 

車両運搬具 251 93 158

工具器具及び備
品 

429 89 339

合計 680 182 497

取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高 
相当額 
(百万円) 

車両運搬具 286 132 154 

工具器具及び備
品 

577 165 411 

合計 864 297 566 

２．未経過リース料期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額 
  

１年以内 69百万円 

１年超 490百万円 

合計 560百万円 

１年以内 94百万円 

１年超 574百万円 

合計 669百万円 

３．支払リース料、減価償却費相当額および支払利息相

当額 

３．支払リース料、減価償却費相当額および支払利息相

当額 
  
支払リース料 150百万円 

減価償却費相当額 82百万円 

支払利息相当額 99百万円 

支払リース料 222百万円 

減価償却費相当額 115百万円 

支払利息相当額 147百万円 

４．減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっています。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同    左 

５．利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっています。 

５．利息相当額の算定方法 

同    左 
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